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※本検討会の内容は令和６年度地域保健総合推進事業において2回の検討を

行っています。



2040年に向けて地域保健を実施するにあたり必要な能力と対応策（類型別）
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B類型（高齢者↓・生産年齢人口↓）平均人口：2.3万人

高齢者数は減少するが、同時に担い手不足が一層深刻化するため、保
健師１人が担うサービス量の増加が見込まれる。

A類型（高齢者↑・生産年齢人口↓）平均人口：15万人

高齢者数の増加に加え、独居やひとり親世帯、及びそれに付随する問
題等が複雑化し、サービス量の増加が見込まれる。

必要な能力

• PDCAに基づいて

事業・施策を実

施する能力

• 事業等の優先順

位を差配する能

力

• 地域の健康課題

解決に向けて事

業化・施策化す

る能力 

• 地域の健康課題

を分析し、明ら

かにする能力

• 地域の健康課題

に関する情報を

収集し、整理す

る能力

• 対人サービスを

提供する能力

①サービス量増加に対応する保健師の量の確保
例）・常勤・非常勤保健師の確保

・退職後保健師（プラチナ保健師）の活用

確保が困難な場合は、
②担当分野以外の業務も担える人材の育成

例）複数分野へのジョブローテーション

マネジメント機能を担う保健師

実践機能を担う

保健師

高齢者（介護・福祉） 母子

現在

高齢者 母子 成人

2040年

現在

2040年

マネジメントと実践

の両方を担う保健師

地域住民を年代や課題毎に捉える業務分担制が主流

①サービスに必要な保健師の量の確保
常勤・非常勤保健師の確保や退職後保健師（プ
ラチナ保健師）の活用を努力した上で、都道
府県からのマンパワー支援を考慮

確保が困難な場合は、業務効率化による対応
例）・ＩＣＴの活用

・保健事業の広域化・近隣自治体との
共同実施

・他職種への業務移管・連携

②少人数の中でも業務を遂行するため早期からの
マネジメント能力向上

例）・都道府県からの育成支援

実践機能を担う他職種

または

（※１）後期高齢人口：16.1% (2023) → 20.3％（2040）
65歳以上の単独世帯：37.0％ (2024)  → 43.2％（2040）

（※２）ひとり親世帯率：9.3％ (2023) → 9.4％（2040）
外国籍妊産婦の出産数：12,997人 （2013）→ 19,714人（2023）
社会変化により困難事例が増加する可能性

保健師のサービス量
増加

絶対数の不足により、マネジメ

ントと実践の役割分担ができず、

マネジメント機能を発揮できな

い状況。

マネジメント機能を担う保健師

の退職に備えた、実践機能を担

う保健師へ対し、早期の人材育

成が必要な状況。

不足

成人（健康増進・精神・障害等）

マネジメントと実践

の両方を担う保健師

※１ ※２

不足

マネジメント

実践

【対応策】

【対応策】

• 予算などの行

政事務能力

• 他分野・他機

関・他職種と

の連携・調整

する能力

マネジメン
ト・実践に
共通して
必要な能力

令和7年2月20日
資料
１令和6年度 第２回2040年を見据えた保健師活動のあり方に関する検討会
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